
普通会計

歳　入

２９８億
１,９０３        万円

自主財源（
３４.３

％
）依
存
財
源

（
６５.７％）

５９億９２６  万円
（１９.８％      ）  

市 税

１１３億８,８４８  万円
（３８.２％      ）  

地方交付税

１８億９,４１３万円
（６.４％      ）  

県支出金

２８億６,１８７  万円
（９.６％      ）  

国庫支出金

（７.５％      ）  
２２億３,４８８  万円

市債

１２億５７３万円
（４.０％      ）  

その他

４３億２,４６８  万円
（１４.５％      ）  

繰越金・繰入金・
諸収入ほか

▼

　
平
成
23
年
度
の
普
通
会
計
の
歳
入
決

算
額
は
、
２
９
８
億
１
，
９
０
４
万

円
で
、
前
年
度
と
比
べ
４
億
２
，

３
１
８
万
円
（
１
．
４
％
）
の
増
額
と

な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
の
内
容
を
財
源
別
に
見
て
み
る

と
、
自
主
財
源
で
は
、
基
幹
的
な
収
入

で
あ
る
市
税
に
お
い
て
、
法
人
市
民

税
（
法
人
税
割
）
が
経
済
対
策
の
好
影

　

歳
入
歳
出
差
引
額
は
、
14
億
８
，

６
３
０
万
円
で
、
こ
の
内
、
平
成
24
年

度
に
繰
り
越
し
た
事
業
に
必
要
な
財

源
を
除
い
た
実
質
収
支
は
、
８
億
１
，

３
５
１
万
円
の
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し

た
。

　
平
成
23
年
度
は
、
国
の
緊
急
経
済
対

策
と
し
て
の
交
付
金
制
度
を
有
効
に
活

用
し
、
地
域
経
済
の
活
性
化
と
活
力
あ

る
地
域
づ
く
り
に
積
極
的
に
取
り
組
み

ま
し
た
。

　
今
後
は
、
普
通
交
付
税
の
一
本
算
定

へ
の
移
行
に
よ
る
交
付
額
の
減
少
や
消

費
税
率
の
引
き
上
げ
に
伴
う
デ
フ
レ
経

済
へ
の
影
響
な
ど
、
さ
ら
に
厳
し
い
財

政
環
境
が
予
測
さ
れ
ま
す
こ
と
か
ら
、

国
や
県
の
動
向
を
注
視
し
つ
つ
、
引
き

続
き
効
率
的
で
健
全
な
財
政
運
営
を
念

頭
に
、
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
、
住
民

福
祉
の
向
上
に
取
り
組
み
ま
す
。

決
算
平成 23年度

※おことわり…グラフの金額は、１万円
未満を切り捨てているため、合計が一致
しない場合があります。

響
を
受
け
19
．
２
％
、
固
定
資
産
税
が

土
地
価
格
の
下
落
分
を
家
屋
が
補
い

０
．
５
％
、
市
町
村
た
ば
こ
税
が
税
率

改
正
に
よ
り
15
．
４
％
そ
れ
ぞ
れ
伸

び
、
全
体
で
１
．
７
％
増
、
金
額
に
し

て
９
，
７
４
０
万
円
の
増
額
と
な
り
ま

し
た
。
ま
た
、
繰
入
金
に
お
い
て
、
病

院
建
設
準
備
基
金
の
取
り
崩
し
に
よ

り
10
億
５
，
７
９
３
万
円
（
１
４
４
．

２８３億
３,２７４        万円

普通会計

（性質別）
歳　出

義務的
経
費
（
４３.０

％
）一
般
行

政 経 費 （２９.３％）

人件費
５２億２,２８６万円

（１８.４％      ）（１２.９％      ）

（０.０％      ）

（０.８％      ）

扶助費

（１１.９％      ）
３３億５,９２３万円

公債費

（１２.７％      ）
３５億９,９２２万円

維持補修費 （１２.１％      ）

物件費
３４億１,８４７万円

（１６.４％      ）

補助費等
４６億３,４９２万円

繰出金

（１３.４％      ）

投資的経費
３８億１,９２９万円

投資・出資・貸付金

３６億４,２９０万円

１,３００万円

２億１,６６８万円

（１.４％      ）

積立金
４億６１４万円

２８３億
３,２７４        万円

普通会計

（目的別）
歳　出

総務費
３２億９,０７８  万円
（１１.６％      ）  

民生費
６９億２,４８２万円
（２４.４％      ）

衛生費
４９億３,８４１  万円
（１７.４％      ）

農林水産業費
１６億８,６０２ 万円

（６.０％      ）

商工費
６億３,１６３  万円

（２.２％      ）

土木費
２６億３,３９５  万円

（９.３％      ）

消防費
１４億３,９０４  万円

（５.１％      ）

教育費
２７億３,２８１     万円

（９.６％      ）

災害復旧費
１,８９５   万円
（０.１％      ）

公債費
３５億９,９２２  万円

（１２.７％      ）  

議会費
２億１,８４３   万円

（０.８％      ）

諸支出金
８,８０３   万円
（０.３％      ）

労働費
１億３,０５９  万円
（０.５％      ）

性質別歳出　用語の説明
人件費　　職員の給与、議員の報酬などの経費
扶助費　　高齢者福祉や児童福祉など社会保障に必要
　　　　　な経費
公債費　　借金返済のための経費
物件費　　消耗品や備品購入、委託料などの経費

▼
▼

▼
▼

▼
▼

▼
▼

維持補修費　　施設の維持補修のための経費
補 助 費 等　　各種団体への補助金や負担金などの経費
投資的経費　　公共施設の整備、改修に必要な経費
積 立 金　　将来の財源不足や支出に備えて積み立てる経費
繰 出 金　　特別会計へ支出するための経費 国

等
の
交
付
金
制
度
を
有
効
活
用
し

　
一
方
、
歳
出
決
算
額
は
２
８
３
億
３
，

２
７
４
万
円
で
、
前
年
度
と
比
べ

１
億
９
８
９
万
円
（
０
．
４
％
）
の
増

額
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
の
内
容
を
目
的
別
に
見
て
み

る
と
、
大
き
く
増
加
し
て
い
る
も
の

は
、
消
防
費
が
防
災
行
政
無
線
整

備
費
の
増
や
救
助
工
作
車
更
新
等
に

よ
り
５
億
４
，
８
４
１
万
円
（
61
．

６
％
）
の
増
額
、
衛
生
費
が
病
院
建

設
事
業
に
伴
う
出
資
増
な
ど
に
よ
り

５
億
７
８
２
万
円
（
11
．
５
％
）
の
増

額
、
農
林
水
産
業
費
が
損
失
補
償
金
の

支
払
い
や
森
林
事
業
費
の
増
な
ど
に
よ

り
２
億
９
，３
９
０
万
円
（
21
．
１
％
）

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
性
質
別
に
見
て
み
る
と
、
義

務
的
経
費
で
は
、
社
会
保
障
関
連
経
費

の
増
加
に
よ
り
扶
助
費
が
６
％
の
増
と

な
っ
た
も
の
の
、
公
債
費
の
縮
減
に

よ
り
全
体
で
は
５
億
４
，
４
１
７
万

円
（
４
．
３
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し

た
。
そ
の
他
の
経
費
の
う
ち
補
助
費
等

で
は
、
損
失
補
償
金
や
病
院
事
業
会
計

へ
の
出
資
金
の
増
加
に
よ
り
17
億
９
，

０
１
７
万
円
（
62
．
９
％
）
の
増
額
、

積
立
金
で
は
病
院
建
設
基
金
へ
の
積

立
減
に
よ
り
９
億
９
，
７
４
９
万
円

（
71
．
１
％
）
の
減
額
、
繰
出
金
で
は

国
保
事
業
勘
定
へ
の
繰
出
が
減
少
す
る

な
ど
、
１
億
２
，
６
４
９
万
円
（
３
．

４
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

歳 

出 

歳 

入

病
院
建
設
事
業
に
基
金
繰
入

前
年
度
比
４
億
円
の
増

病
院
建
設
事
業
で
補
助
費
等
大
幅
増

公
債
費
縮
減
で
義
務
的
経
費
は
減

※
（ 

）
内
は
伸
び
率

８
億
円
の
黒
字

４
％
）
の
大
幅
な
増
額
と
な
り
、
自
主

財
源
全
体
で
は
、
12
億
６
，
５
５
７
万

円（
14
．１
％
）の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
一
方
、
依
存
財
源
で
は
、
臨
時
財
政

対
策
債
や
合
併
特
例
債
の
償
還
に
伴
う

公
債
費
算
入
の
増
や
、
社
会
保
障
関
係

経
費
を
中
心
と
し
た
需
要
額
の
伸
び
に

よ
り
、
地
方
交
付
税
が
３
億
３
９
２
万

円
（
２
．
７
％
）
の
増
額
と
な
っ
た
も

の
の
、
病
院
建
設
に
か
か
る
公
共
投
資

交
付
金
が
な
く
な
っ
た
こ
と
で
、
県
支

出
金
が
９
億
９
，
５
２
５
万
円
（
34
．

４
％
）、
市
債
が
１
億
５
，
４
１
４
万

円
（
６
．
５
％
）
の
減
と
な
り
、
依
存

財
源
全
体
で
は
、
８
億
４
，
２
３
９
万

円（
４
．１
％
）の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　平成 23 年度、どのような事業や施
策に予算が使われたのか、その概要を
お知らせします。

財政課　 （25）8111

★
臨
時
財
政
対
策
債
…
交
付
税
原
資
の
不
足
を
補
う
た
め
に
特
例
と
し
て
発
行
さ
れ
る
地
方

債
。
必
要
に
応
じ
て
地
方
自
治
体
が
発
行
し
、
償
還
費
用
は
後
年
度

全
額
普
通
交
付
税
に
算
入
さ
れ
ま
す
。

★
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